
法改正に向けた議論

　「高年齢者等の雇用の安定等に関
する法律」（以下、｢高齢法｣ もしく
は「法」）では、65歳までの雇用を確
保するため、①定年の引上げ、②継
続雇用制度の導入、③定年の定め
の廃止、のいずれかの措置(雇用確
保措置)を取ることを求めている。こ
のうち、②継続雇用制度を採用した
場合には、労使協定でその対象とな
る者の基準を定めれば、必ずしも全
員を雇用することまでは求められて
いない。
　2013年度からの公的年金支給開
始年齢の65歳への段階的引上げに
伴い発生する無年金・無収入期間を
解消するため、高齢法を改正し希望
者全員の65歳までの継続雇用を義
務付けることが議論された。

意見書の概要

■現行法への企業の対応

　厚生労働省「高年齢者の雇用状
況」（2011年10月12日）によると、高
年齢者雇用確保措置を行っている
企業の割合は95.7％である。
　当会が会員に対して実施した高年
齢者雇用に関する調査（2011年、

449社から回答）によると、回答企業
の多くは、雇用確保措置として「継
続雇用制度」を選択しており、一般
的に嘱託社員として定年時の約５～
６割の賃金を支払っている。
　また、定年到達者に占める継続雇
用の実績は、全産業平均74.1％と４
人に３人が継続雇用されている。継
続雇用の対象者の基準については、
希望者全員を対象とし、基準を設け
ない企業も少なからずあるが、その
多くは、労使協定で基準を規定して
いる。その基準は、「健康状態が良
好であること」「人事考課による一
定以上の評価」が多く(以上、アン
ケート調査)、極端に厳しい基準を
設けているとはいえない。
　企業は、厳しい経済情勢のなかに
おいても、景気変動に伴う生産量増
減への対応や、高年齢者のモチベー
ションの維持や処遇問題などを抱え
ながらも、高年齢者雇用に一定の実
績をあげているといえる。
■法改正の影響

　高齢法の改正が実施されれば、
人件費の増加、若年者雇用の抑制
など、企業経営にとっては多大な負
の影響を及ぼすことは必至である。
　具体的な影響を示すため、以下の
試算を行った。まず、法改正に伴っ
て希望者全員を65歳まで雇用した

場合には労働費用が20.0％増加し、
かつ支給開始年齢の引上げにより無
年金となった60歳以降の減収分を
賃金で補填した場合は54.9％のコス
ト増が見込まれる（図）。
　次にマクロでみると、企業の賃金
と社会保険料を合わせた企業負担
は、2017年には3.6兆円にまで増加
することが見込まれる（表）。この3.6
兆円は企業の人件費（196.7兆円）を
1.8％押し上げ、生産性の向上が見
込めなければ、営業純益（17.0兆円）
を21.1％押し下げることになる(財
務省「法人企業統計」2009年度調
査)。
　また、法改正への対応として、新
卒採用の中止・抑制を選択する企業
は、300人未満の企業ほど多くなる
傾向にある(アンケート調査)。
　さらに、企業は賃金カーブの伸び
を定年前から抑制することや、幅広
い選択定年制を導入することが考え
られ、結果として、労働者の生活設
計にも多大な影響を及ぼすことにな
る。
■社会全体で高齢者を活用する

　法改正による企業経営への影響
は大きいが、企業は、希望者全員を
65歳まで雇用することは、一定の条
件がクリアできれば致し方ないと考
えている(アンケート調査)。
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　一方、中長期的には、高年齢者の
活用は不可避な課題であり、多様な
社会参加を促し、高年齢者の有する
技術・技能・経験を生かすべく雇用
の流動性を高めて、高年齢者を社
会全体で活用する必要がある。具
体的には以下の３点を実施すべきで
ある。
　一点めは、同一企業内で雇用を可
能にするための改善策として、定年
以降の労働条件や職務等の労働条
件について企業の裁量を残すべきで
ある(アンケート調査)。加えて、中
小企業に対して、従業員規模別に適
用時期に段階を設けるなど、ステッ
プを踏んだ対応も必要である。
　二点めは、産業界で高年齢者を

活用するために雇用の流動性を高め
る仕組みとして、資本関係等をまっ
たく有しない他社への転籍について
も、高年齢者雇用確保措置を講じた
ものと認める必要がある。
　また、民間の再就職支援事業へ
の規制を緩和、雇用保険の受給期
間について、一定年齢以降の離職に
おける給付日数の延長、産業雇用安
定センター等の有効活用等、規制や
制度の緩和により高年齢者の再就職
の機会を増やすことが求められる。
　三点めは、雇用以外の社会参加
の促進として、企業での就労だけで
はなく、独立起業や自営、有償ボラ
ンティアなど、雇用以外の就労も促
進する必要がある。

■社会保障制度の抜本改革が必要

　現行の社会保障制度は、給付と
負担の不均衡により、制度そのもの
の維持が困難になっている。
　超高齢社会においては、高年齢
者がより一層勤労意欲を高めるとと
もに、高年齢者を含めた雇用を創出
するための経済産業政策が不可欠
であるが、これと同時に、超高齢社
会に適合する持続可能な社会保障
制度の全体像を早期に明確化すべ
きである(アンケート調査)。
　また、社会保障制度については、
急速な高齢化により増え続ける給付
を、今の制度に組み込まれている者
の負担を増やす方策だけで賄おうと
していることに問題がある。
　高年齢者に限らず、若年者、女性、
障がい者など、社会を構成するあら
ゆる者が働くことにより、社会保障
費を負担する者を拡大するなど、雇
用問題と社会保障制度改革をセット
で考えていく必要がある。

(労働政策部 角﨑知子)

＊意見書の全文、アンケート調査の結果
は、関経連ホームページを参照。

・ケース１では、非管理職・管理職とも20.0％の上昇が見込まれる。
・ケース２では、非管理職は34.9％上昇するため、ケース１の増加分と合せて

54.9％の上昇が見込まれる。
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〈図 企業における負担増〉

高年齢者雇用安定法改正に伴う「労働費用」に関する試算

〈表 マクロ経済への影響〉

年
人口

（万人）
就業者増
（万人）

企業負担
（兆円）

2013 158.4 18.1 0.76

2014 315.2 36.0 1.51

2015 465.2 53.1 2.23

2016 606.5 69.2 2.91

2017 750.2 85.6 3.60

現在の60〜64歳の労働費用
（60歳到達者のうち75％が継続雇用、60歳
到達直前の賃金の60％）

100％

ケース１
（継続雇用者の
比率が90％に
高まった場合）
20.0％上昇

60歳到達時点の
60％＋８万円

60歳到達時点の
60％

75％

60歳到達者のうち継続雇用される者の比率

賃
金
水
準

90％

ケース２
（65歳まで継続雇用される者の比率が90％に高まり、かつ毎月
賃金を８万円引き上げた場合）

34.9％上昇




